
 

 

特 定 事 業 譲 受 け 許 可 申 請 書 

 

年  月  日 

 

（宛先）松戸市長 

 

申 請 者 

住所 

氏名 

（法人の場合にあっては、主たる事業所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

担当者名 

連絡先電話番号 

連絡先電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

 

 

松戸市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第２７条第２項の

規定により、特定事業の全部の譲受けの許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

特 定 事 業 の 許 可 

の 内 容 

特 定 事 業 の 許 可：   年  月  日             第  号 

許 可 の 期 間：   年  月  日 ～    年  月  日 

特定事業区域の位置： 

譲受けの相手方の 

氏 名 及 び 住 所 

住   所 

氏   名 

（法人の場合にあっては、主たる事業所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）  

現 場 責 任 者 の 

氏 名 及 び 職 名 

 

法 定 代 理 人 の 氏 名 

又 は 名 称 及 び 住 所 

並びに法人にあっては 

そ の 代 表 者 の 氏 名 

 

譲 受 け の 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   添 

  

   

   付 

   

  

   書 

   

  

   類 

 

次に掲げる書類及び図面のうち添付してある書類及び図面について、○印を付すること。 

 

１ 住民票の写し（申請者が法人の場合にあっては、法人の登記事項証明書） 

２ 申請者が条例第２７条第４項において準用する条例第１５条第１項第１号アからケま

でに該当しない者であることを誓約する書面 

３ 申請者が法人である場合にあっては、その役員の住民票の写し 

４ 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する

株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者があるときにあ

っては、これらの者の住民票の写し 

５ 申請者に規則第１０条に規定する使用人がある場合にあっては、その者の住民票の写し 

６ 申請者が未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人

の場合にあっては、法人の登記事項証明書及び役員の住民票の写し） 

７ 特定事業場の位置図及び付近の見取図 

８ 特定事業区域内（特定事業場内）施工同意書及び特定事業区域外土地使用同意書（特定

事業区域外土地使用同意書にあっては、譲り受ける特定事業が一時堆積特定事業である場

合を除く。） 

９ 近傍土地所有者承諾書 

10 条例第２７条第１項において準用する条例第１２条第５項の規定による協定を締結し

た場合は、当該協定書の写し 

11 その他市長が必要と認める書類（                  ） 



申請者が条例第２７条第４項において準用する条例第１５条第１項第１号カに規定する 

未成年者である場合   

法定代理人 

（個人である場合） 

 （ふ り が な） 

氏   名 
生 年 月 日 性別 住      所 

  
 

 

 

（法人である場合） 

 （ふ り が な） 

名     称 
主たる事務所の所在地 

  

役員 

 （ふ り が な） 

氏   名 

生 年 月 日 
性別 住      所 

役職名・呼称 

  
 

 

 

  
 

 

 

  
 

 

 

  
 

 

 

  
 

 

 

規則第１０条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふ り が な） 
氏   名 

生 年 月 日 
性別 住      所 

役職名・呼称 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
 
注１ 記載欄が不足する場合は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添 

付すること。 
２ 「役員」欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者を 
いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を 
執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められ 
るものを含む。 



申請者が個人である場合 

申請者 

 （ふ り が な） 

氏   名 生 年 月 日 性別 住      所 

  
 

 

規則第１０条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 

 

（ふ り が な） 

氏   名 
生 年 月 日 

性別 住      所 
役職名・呼称 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
注 記載欄が不足する場合は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付 
すること。  



申請者が法人である場合 

申請者 

 （ふ り が な） 
名     称 

主たる事務所の所在地 

  

役員 

 （ふ り が な） 
氏   名 

生 年 月 日 
性別 住      所 

役職名・呼称 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 

発行済株式総数の 100分の 5以上の株式を有する株主又は出資の額の 100分の 5以上の額に

相当する出資をしている者（株主又は出資をしている者がある場合） 

 発行済株式の総数          株 出資の額  

（ふりがな） 
氏   名 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の金額 

住      所 

割 合 
  

 
  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

 

規則第１０条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふ り が な） 
氏   名 

生 年 月 日 
性別 住      所 

役職名・呼称 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 

注１ 記載欄が不足する場合は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添 

付すること。 

２ 「役員」欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者を 

いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を 

執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められ 

るものを含む。 


